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リカの法教育法（Law-Related Education Act of 1978,P.L.95-561）に倣った法務省の定義付けによ
れば，「法律専門家ではない一般の人々が，法や司法制度，これらの基礎になっている価値を理
解し，法的なものの考え方を身につけるための教育」のことを指す 3）。

























































































































































































2014 年度 ① 傷害罪（正当防衛）





































































































































































































































　特に2015 年は公職選挙法が改正され，従来の20 歳から18 歳まで年齢制限が引き下げられ











【資料１】2014 年 2 月のアンケート結果（裁判員用）：
こども裁判員（7名／日×2日）の合計 14 名に対してアンケ トーを実施。
質問１　模擬裁判（もぎさいばん）はおもしろかったですか？
Q1 はい どちらでもない いいえ
1日目 4（57％） 3（43％） 0（0％）
2日目 6（86％） 0（0％） 1（14％）
合計 10（71％） 3（21％） 1（7％）
注：小数点以下を四捨五入しているため，合計が 100％未満の場合もある。以下の質問も同じ。
質問２　模擬裁判（もぎさいばん）の裁判員（さいばんいん）を体験して良かったですか？
Q2 良かった ふつう 良くなかった
1日目 3（43％） 4（57％） 0（0％）
2日目 7（100％） 0（0％） 0（0％）





























Q4 持った わからない 持たなかった
1日目 3（43％） 4（57％） 0（0％）
2日目 4（57％） 3（43％） 0（0％）
































































公正な社会の担い手をはぐくむために」（2004 年 11 月）。http：//www.moj.go.jp/content/000004217.pdf
（2015/11/14 最終閲覧）
・法務省，「京都法教育推進プロジェクト実施報告書」（平成 22 年度・23 年度）。http：//www.moj.go.jp/
content/000105309.pdf（2015/11/14 最終閲覧）










































の活躍についての研究会報告書」（2006 年 3 月）p9。http：//www.akaruisenkyo.or.jp/wp/wp-content/
uploads/2012/10/hokokusho.pdf（2015/11/14 最終閲覧）
	3）	法務省,法務省法教育研究会報告書「我が国における法教育の普及・発展を目指して：新たな時代の自由かつ














関，大学，裁判所，検察庁，法曹関係者などの関係機関が協力して，平成 22・23 の 2 年度に渡って法教
育に取り組んだものである。その実施状況については，小学校で実施された 26 企画の内，使用教材と
して作成された 8本の内で「掲載不可」が 6本と 75％であり，模擬裁判の実施例は見られなかった。法務
省，京都法教育推進プロジェクト実施報告書（平成 22 年度・23 年度）pp6-7 参照。http：//www.moj.go.jp/
content/000105309.pdf（2015/11/14 最終閲覧）
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	 8）	2010 年に 55 弁護士会を対象に実施されたアンケート（20 会から回答。有効回答率 36％）によれば，小学校











12）	今井・前掲注 8,p8.	2011 年 3 月に実施された都内の小中学校 1474 校を対象とするアンケート調査の中で，
有効回答が 61 校（４％）であった。ここでは法曹関係者との連携や協力に対し，「費用が発生した場合，連
携・協力はできない」との回答が小中学校で 41 校（75％）であるのに対し，「費用が発生しても連携・協力は
したい」と回答した学校が 13 校（17％）に過ぎない。金銭面での負担の有無は外部連携を行う上でハードル
となる学校も多いといえる。
13）	シティズンシップ教育の概念については，注２参照のこと。
14）	朝日新聞,2014/10/01,朝刊,「「裁判員の負担，合理的な範囲」福島地裁，原告の訴え棄却」。
15）	朝日新聞,2015/01/21	朝刊,「遺体写真，不使用へ　裁判員の心の負担緩和　別府・同僚殺害事件の裁判員裁
判」。
16）	朝日新聞,2015/06/09,朝刊,「裁判員辞退者減らす策討議　地裁委員会／山口県」。
17）	過去に模擬裁判で取り上げた事件概要については，後述の事例資料【表 1】「ミニたまゆり「こども模擬裁判」
実践例」をご参照されたい。
18）	これは，東京教育大学付属聾学校長の萩原浅五郎先生が提唱したとされる「9歳の壁」の問題とも関連する。
萩原先生によれば「聾学校の子ども達は小学校低学年（９歳頃）までは健聴児と同じように発達はするが，高
学年になってくると学習が具体的なものから抽象的な内容になるため，学習面や言語面の発達において乗
り越えられない壁につきあたることが多い」という。つまり，９歳前後になると，こどもたちは学習面で大
きな転換期を迎えるといえる。
19）	本学の場合，2011 年度から参考資料や助言については加藤智子弁護士（大阪弁護士会），2014 年度から現場
指導として本田幸充弁護士（横浜弁護士会）のご協力をいただいている。
20）	コンテンツの充実として，例えば小学生向け「法教育」教材の冊子化プロジェクトが挙げられる。法務省,法
教育推進協議会第 33 回議事概要資料４参照。http：//www.moj.go.jp/housei/shihouseido/housei10_00034.
html（2015/11/14 最終閲覧）
21）	http：//www.houkyouiku.jp/textbook.html#tbfor1（2015/11/14 最終閲覧）
22）	2015 年度の場合,こども裁判員 7名全員が「興味を持った」と回答するに至った。アンケート結果を踏まえて,
学生たちと共に地道に改善作業を続けてきた甲斐があったといえる。（2016/02/07 実施のこども裁判員に対
するアンケート結果より）
23）	朝日新聞,2015/06/11,朝刊,「障害者に虐待，常態化か	暴行容疑，元職員逮捕	下関の施設」
24）	大学のような高等教育機関での法教育の重要性については，例えば，拙稿，「高等教育における「法教育」に
関する一考察：福祉系大学での実践を通じて」，田園調布学園大学紀要,6,	pp81-93,	2011。
